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ＮＨＫがネットも含め、ナショナルイベントを放送・配信することについて５割弱が評価

そのうち、公共放送としての意義・ふさわしさへの評価が９割強を占める

はじめに～昨夜のワールドカップサッカー
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36%

15%

45%

意義は評価するが、
反対要素もある

反対・批判

意義を評価

あてはまるものはない
（無関心）

3%

48%

出所）NHK調査（関東一都六県在住の生活者を対象としたインターネット調査、2022年11月12～14日調査）

Q.あなたはNHKがテレビ放送／インターネットサービスを通じて、FIFAワールドカップ
カタール2022のようなナショナルイベントの試合や関連番組の放送／配信や関連情報の

特集を行うことについて、どのようにお考えですか。（いくつでも）【必須】

例えば欧州では、FIFAワールドカップのようなナショナル（国民的）イベントのナショナルチームの試合等については、

制度化して公共メディアに放送・インターネットで無料提供させています。
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他国への理解が深まるなど文化交流ができるので、
公共放送として意義がある

日本国民の一体感が醸成できるので、
公共放送として意義がある

多くの人が興味を持つイベントの質の高いコンテンツを
放送・配信できるので、公共放送として意義がある

テレビ放送だけでなく、インターネットでも配信・特集することは、
公共放送として今の時代に合っている

自分が好きなイベントについて、質の高いコンテンツが
放送・配信されるのはうれしい

テレビ放送だけでなく、インターネットでも配信・特集することは、
自分が見やすくなるためうれしい

意義を評価（ポジティブ設問抜粋）

公共放送としての意義・ふさわ
しさへの評価（赤枠）が、ポジテ
ィブ意見の92.5％を占める

（全体：N=3,311）

評価している人／反対・批判している人

の比率（複数設問から算出）
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１．ＮＨＫ改革について

①現在のＮＨＫ経営計画の概要、“三位一体改革”の取り組み
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現在のＮＨＫ経営計画（2021-2023年度）の概要

 「NHK経営計画2021-2023年度」では、経営資源をNHKならではの多様で質の高いコンテンツ
の取材・制作に集中させ、正確、公平公正で豊かな放送・サービスをいつでもどこでも最適な媒体を
通じてお届けし続ける、「新しいNHKらしさの追求」を掲げている。

 ５つの重点項目と徹底した構造改革が両輪で、“公約”として、
還元原資の確保による値下げと、衛星1波の削減をお示しした。
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・スリムで強靱な「新しいNHK」への変革をめざす現経営計画は順調な進捗

【業務】 経営資源をNHKならではの多様で質の高いコンテンツの取材・制作に集中
⇒全体を圧縮しつつ、シフトを実現

2020年度⇒2023年度で550億円削減・計画通り実施見通し、コンテンツ経費の比率は増加

【受信料】 「巡回訪問営業」から「訪問によらない営業」に業務モデルを転換
⇒計画以上のコスト削減・収入増を実現

2020年度⇒2022年度で営業経費155億円減、営業経費率9.3％（初の10％割れ）

2021年度決算で受信料収入は計画額より87億増収

【ガバナンス】 中間持株会社設置を待たずに、業務効率化の断行

⇒関連団体数は最終的に22に（過去65団体）

業務委託費を10％削減、子会社役員30人削減（147→117人：2020年度比25％）

二つの大きな公約を達成できる見通し

・還元の原資を確保、2023年度に値下げ（2023年10月実施予定）

・衛星波を１波削減（2023年度末実施予定）

ＮＨＫの“三位一体改革”の取り組み
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・“公約”達成：改革を実現し、還元のための原資700億円を確保、衛星１波の削減
・インフレのなか、少しでも値下げをして欲しいとの視聴者・国民の要望
・経営委員会において、地上料金を含む値下げの意見

・今後の構造改革を拡大し、6000億円を下回る、
より“スリムで強靱な”事業規模とするとともに、剰余金の大幅な活用に踏み込むことで、

・地上料金、衛星料金のそれぞれ１割値下げを実現
・経済的に厳しい学生への免除を拡大

経営全体へのインパクト：一時的に収支は赤字となるが、2027年度には収支均衡を想定

➡これらを反映させた、経営計画の修正を実施 今後も不断の努力を続けていく

（意見募集：2022年10月12日～11月10日 ご意見を受けてさらに検討を行い、最終議決に進む予定）

＊同時期に実施した調査によれば、一定の評価をいただいている

ＮＨＫの“三位一体改革”の取り組み
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受信料値下げ水準への評価

• 提示されている受信料値下げ水準について、一定の評価（支払いありでは7割超）
• 値下げの原資を用意することができる見込みとなったことについて、一定の評価

現経営計画期間中の2023年度を含む、中長期の収支見通しを踏まえ、受信料の値下げ

等（受信料体系の見直し）を実施します。

■還元（値下げ等）の方法 ※いずれも、2023年10月から実施します。

・地上契約および衛星契約を以下のように値下げします。

・学生への免除を拡大します。

■還元（値下げ等）の規模

・値下げに際して充当する還元の原資…総額1,500億円を想定
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44.5%

44.3%

29.1%
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全体:N=2463

わからない:N=397

どちらかというと
評価する

受信料支払いあり:N=1788

支払いなし:N=278

衛星+地上波:N=1070

地上波のみ:N=718

評価しない
どちらかというと

評価しない評価する
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35.3%

69.4%

62.3%

出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)

「ＮＨＫ経営計画（2021-2023年度）の修正（案）」で述べられている通り、ＮＨＫは、ＮＨＫ

経営計画（2021-2023年度）で策定した以下の改革を進めてきたことで、受信料を値下

げするための原資を用意することができる見込みです。

1）経営資源をＮＨＫならではの多様で質の高いコンテンツの取材・制作に集中させ、他の

コストを削減

2）受信料の契約活動を「巡回訪問営業」から「訪問によらない営業」に転換させ、コスト

を抑えて受信料収入を増額
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29.0%
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11.6%

13.1%

39.6%

32.2%

評価する

6.3%

評価しない

全体:N=2463

受信料支払いあり:N=1788

10.7%

地上波のみ:N=718

衛星+地上波:N=1070

支払いなし:N=278

わからない:N=397

どちらかというと
評価しない

9.0%

どちらかというと
評価する
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61.7%

70.5%
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Q.あなたはこのようなＮＨＫの取り組みを評価しますか。
（ひとつだけ）【必須】

Q.この受信料値下げについては、もともと示していた衛星契約の1割値下げだけで
なく、地上契約の値下げ、学生への免除など、さらに踏み込んだ過去最大規模の還元
を行う方針になっています。あなたは、このＮＨＫの受信料値下げの考え方について、

評価しますか。（ひとつだけ）【必須】
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１．ＮＨＫ改革について

②修正経営計画について
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修正経営計画（案）

• 加速する環境変化を踏まえ、“安全・安心”の追求（信頼できる基本的な情報の提供）、“あまねく”の追求（世代
や場所にかかわらず価値を提供）の二つを進めていく（意見募集を受け、さらに検討を行い、最終議決に進む予定）
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(参考)ＮＨＫに対する期待（策定前の調査から）

出典: NHK調査 （２０２２年9月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２722)

“安全・安心”の追求（信頼できる基本的な情報の提供）、“あまねく”の追求（世代や場所にかかわらず価値を提供）
への期待が示されている

 新たなＮＨＫの役割・意義の重要性

Q. メディアの課題を考えた上で、以下は、今後NHKに求められる役割として重
要だと思いますか。それぞれについて最もあてはまるものをお知らせください。
(それぞれひとつずつ)【必須】

 不確かで曖昧な情報の拡散についての意識
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29.4

35.3
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47.0

49.0

45.3

43.2

47.6

14.0

19.5

17.2

14.1

10.8

16.9

12.1

13.4

12.7

11.1

10.7

12.5

インターネット空間の健全性を担保するため、安心・信頼できる
コンテンツをインターネット空間でも「広くあまねく」
届けると同時に、望ましい情報空間を整備すること

放送による豊かな情報を、都市だけでなく地域に住む人々にも
「広くあまねく」届け続ける役割を民放よりも重く担うこと

日本全体のコンテンツ制作力を高めて、海外コンテンツと競争できる
環境を整えることで、日本の業界の発展に寄与すること

重要だと
思わない

日本／世界で起きている情報を正しく伝え、
社会への理解促進・社会の分断の抑止に貢献する役割を担うこと

どちらかというと
重要だと思わない

サイバー攻撃や自然災害等のいかなる緊急時にも
報道を止めずに正確な情報を迅速に届けること

スリム化と質の高いサービスの提供という両面の要請に対応するため、
スリムで強靱な「新しいＮＨＫ」への変革をより一層推進すること

どちらかというと
重要だと思う重要だと思う

78.5%

74.8%

70.6%

73.9%

67.1%

70.1%

インターネット上では、フェイクニュース、(中略) 不確かで曖昧な情報が増えて
いるとの指摘があります

Q.あなたは、このことを問題だと思いますか。(ひとつだけ)【必須】

43.344.0

問題だと思う

7.8 4.9

どちらかというと問題だと思う
どちらかというと
問題だと思わない

問題だと
思わない

87.3%

海外では放送事業者の価値が再認識され、インターネット上のコンテンツも放送
事業者が制作したものが多いことから、放送事業者に対して、インターネットに
おいても社会にとって必要とされる基本的な情報を提供する役割を担わせる制
度を作ったり、求めたりする動きがあります

Q.あなたは、このような意見に対してどのように思いますか。(ひとつだけ)【必須】

7.219.1 57.1 16.6

どちらかというと
反対である賛成である どちらかというと賛成である 反対である

76.2%

全体: N=2,722

全体: N=2,722

N=2,722
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（関連）“安全・安心”の追求へ向けて

• 災害時の報道は、テレビ・ラジオ・インターネットを使い分けて実施することが評価されている
津波の浸水想定地区にある親局のＡＭラジオ放送についても、ＦＭでの補完を行いたい
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（参考）災害時における各メディアの評価

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第２回）
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１．ＮＨＫ改革について

③修正経営計画についてのネット調査から～今後を見据えて
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修正経営計画についてのネット調査から（1.安全・安心）

• 「不確かで曖昧な情報の拡散が増えていること」に対して9割弱が問題と感じており、「放送事業者に対して、インターネット
においても社会にとって必要とされる基本的な情報を提供する役割を担わせる制度を作ること」に対して、7割超が賛成
と回答。問題意識はネットヘビー層の方が高い

インターネットやスマートフォンの急速な普及により、いつでもどこでも多くの情報を取得で

きるようになり、人々の利便性は高まりました。

一方、インターネット上では、新型コロナウイルスワクチンに関するデマやフェイクニュース、極

端な説を強調する記事、対立を煽る投稿、世界での紛争を偏った視点で伝えるネット記事等、

不確かで曖昧な情報が増えている等との指摘があります。

以前は、受信料収入を経営の基盤とするＮＨＫと、広告収入又は有料放送による料金収入を

経営の基盤とする民放の二元体制の下、各放送事業者がそれぞれの特性を活かすことで、社

会にとって必要とされる基本的な情報を提供してきたと言われています。

海外ではそのような放送事業者の価値が再認識され、インターネット上のコンテンツも放送事

業者が制作したものが多いことから、放送事業者に対して、インターネットにおいても社会に

とって必要とされる基本的な情報を提供する役割を担わせる制度を作ったり、求めたりする

動きがあります。

Q.あなたは、このことを問題だと思いますか。（ひとつだけ）【必須】

48.0%

51.1%

35.2%

40.2%

39.5%

43.0%

5.5%

ネット非ヘビー層:
N=477

3.9%

全体:
N=2463

問題だと
思う

6.3%

ネットヘビー層:
N=1986

12.4%

どちらかというと
問題だと思う

どちらかというと
問題だと思わない

問題だと
思わない

5.5%

9.4%

78.2%

90.6%

88.2%

17.5%

18.2%

55.5%

55.7%

54.5%

17.5%

17.5%

17.2%

どちらかというと
賛成である

9.6%全体:
N=2463

8.6%ネットヘビー層:
N=1986

賛成である

13.8%ネット非ヘビー層:
N=477

どちらかというと
反対である 反対である

14.5%

73.9%

69.0%

72.9%

Q.あなたは、このような意見に対してどのように思いますか。
（ひとつだけ）【必須】

※ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、
SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを
毎日利用していると回答した人
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



修正経営計画についてのネット調査から（1.安全・安心）

• 動画配信サービスの普及により「若者に社会にとって必要な情報が届けられなくなること」「日本の文化・社会等を題材とし
た日本らしいコンテンツがなくなること」 「日本の国際社会の中でのプレゼンスが低下すること」に対して、7割弱が問題視
その問題意識はネットヘビー層の方が高い

近年、NetflixやAmazon Prime Video等のインターネッ

ト動画配信サービスが普及してきていますが、放送事業者が

その環境変化に対応しきれておらず、若者層を中心にテレビ

を視聴する人が減っていると言われています。

そのことにより、若者層を中心に、政治や選挙情報、社会全

体で共有し考えるべき課題等の社会にとって必要とされる

基本的な情報が共有されにくくなる可能性が指摘されてい

ます。

NetflixやAmazon Prime Video等の海外の動画配信サ

ービスが今後さらに普及してくることによって、今後、日本

のメディアの経営が厳しくなり、立ち行かなくなる（つぶれる

）ところも出てくる可能性があります。

海外の事業者が、なるべく多くの世界の視聴者に見てもらう

ことのみを優先してコンテンツを制作するあまり、一見日本

風ではあるものの、日本人視点で見ると違和感のあるコンテ

ンツのみが広まり、日本の文化・社会等を題材とした日本ら

しいコンテンツがなくなる可能性が指摘されています。

NetflixやAmazon Prime Video等の海外の動画配信サ

ービスが今後さらに普及してくることによって、今後、日本

のメディアの経営が厳しくなり、立ち行かなくなる（つぶれる

）ところも出てくる可能性があります。

それにより、国際社会に対して、正確な日本の文化・伝統や

社会情勢を発信するメディアが減り、日本の国際社会の中で

のプレゼンス（存在感や影響力）が低下する可能性が指摘さ

れています。

Q.あなたは、このことを問題だと思いますか。（ひとつだけ）【必須】
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問題だと
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12.6%ネット非ヘビー層:
N=477

9.6%

10.2%全体:
N=2463

ネットヘビー層:
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16.8%

どちらかというと
問題だと思う

どちらかというと
問題だと思わない
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※ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、
SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを
毎日利用していると回答した人
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



修正経営計画についてのネット調査から（1.安全・安心）

• 「1.安全・安心を支える」に記載された施策は、約7割がNHKにとって重要と回答
• ネットヘビー層、受信料支払層の方が、重要と考える割合が高い

「１．安全・安心を支える」 災害のみならず、安全保障、感染症、地域課題など、暮らしの安全を支える「信頼できる情報」の発信を強化します。

■国際情勢や地域環境の変化を踏まえ、信頼できる情報の担い手として、健全な情報空間の維持に貢献します。

・ フェイクニュースが蔓延する時代に対応し、事実を見極めるための情報の取材・制作機能を強化します。

・取材に裏打ちされた信頼性の高い報道を維持するため、ジャーナリズム人材の育成に注力します。

・専門プロジェクトを設けるなど、災害、科学、安全保障といった社会が要請する分野の強化に取り組みます。

■信頼されるメディアとしてコンテンツ強化に取り組むとともに、国内で流通するコンテンツの信頼性向上にも貢献します。

・学習形態の多様化に応じた教育コンテンツの充実など、質の高いコンテンツに経営資源を集中します。

・放送通信融合の時代における日本のコンテンツ産業の信頼性向上に、業界と協力しつつ取り組みます。

Q.あなたは、「１．安全・安心を支える」に記載されたこれらの施策が、公共メディアであるＮＨＫにとってどの程度重要だとお考えですか。（ひとつだけ）
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35.6%

25.2%
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重要である
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※ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、
SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを
毎日利用していると回答した人
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



修正経営計画についてのネット調査から（3.あまねく伝える）

• 人口・世帯数の減少により「地域の人々に社会にとって必要な情報が届けられなくなること」「地域の情報の担い手が減少
すること」に対して、約75%が問題と感じている。その問題意識はネットヘビー層の方が高い

現在、日本の人口減少が加速しており、2050年には全国の居住地域の約半数で50％以上

の人口が減ることが予測されています。

また、大雨、地震等の自然災害がさらに増加していくことにより、放送設備の事故が増えてい

く可能性も高まっています。

このような状況の中、放送事業者が日本全国各地の人々に向けて放送ネットワークを維持す

ることが困難になり、ＮＨＫと民放の二元体制の下で提供されてきた社会にとって必要とさ

れる基本的な情報※が、地域に住む人々に届けられにくくなる可能性が指摘されています。

※全国向けの情報だけでなく、地域社会の課題・自治体や選挙の情報・生活情報等

今後、人口減少がさらに進むことにより、地方の放送局の経営が厳しくなり、立ち行かなくな

る（つぶれる）ところも出てくる可能性があります。

それにより、記者による取材が全国各地で行われなくなり、地域社会の課題・自治体や選挙の

情報・生活情報等の地域に住む人々が必要な情報を得られなくなったり、地域の活性化につ

ながる観光・産業の情報や、地域社会の課題等の地域情報が全国各地に届けられにくくなる

可能性が指摘されています。

Q.あなたは、このことを問題だと思いますか。（ひとつだけ）【必須】
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Q.あなたは、このことを問題だと思いますか。（ひとつだけ）【必須】

※ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、
SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを
毎日利用していると回答した人
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



修正経営計画についてのネット調査から（3.あまねく伝える）

• 「日本のメディアへのサイバー攻撃や大規模災害等により、社会にとって必要とされる基本的な情報の提供が止まってしま
うこと」について、8割超の人が問題と感じている。その問題意識はネットヘビー層の方が高い

想定以上の新型コロナウイルス感染症の長期化や戦争・異常気象等、日本を含めた世界情勢はより不安定になってきており、

日本のメディアへのサイバー攻撃や大規模災害等により、社会にとって必要とされる基本的な情報の提供が止まってしまう可能性が指摘されています。

Q.あなたは、このことを問題だと思いますか。（ひとつだけ）【必須】

※ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、
SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを
毎日利用していると回答した人
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



修正経営計画についてのネット調査から（3.あまねく伝える）

• 「3.あまねく伝える」に記載された施策は、6割超がNHKにとって重要と回答
• ネットヘビー層、受信料支払層の方が、重要と考える割合が高い

「３．あまねく伝える」 地域インフラへの投資を強化し、放送通信融合の時代に、世代や場所にかかわらず「放送の価値」を届け続けます。

■二元体制の持続可能性を高め、あらゆる地域へ放送の価値を届け続けます。

・民間放送事業者等との協力強化により、効率的で強靱な放送ネットワークを維持します。

■レジリエンス、リスクマネジメント、持続可能性を考慮した投資を行うと同時に、生産性の向上にも取り組むことで、いかなる状況下でも情報を届け切ります。

・適正なリスク算定を行い不測の事態に備えると同時に、地域を重点に、加速するSDGs時代を踏まえた投資を強化します（災害対応のためのFM補完置局を含む）。

・経営資源をコンテンツに集中させ、生産性向上につながる制作工程改革を加速させます。

Q.あなたは、「３．あまねく伝える」に記載されたこれらの施策が、公共メディアであるＮＨＫにとってどの程度重要だとお考えですか。（ひとつだけ）
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65.4%
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※ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、
SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを
毎日利用していると回答した人
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14.5%
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



NHKの公共的役割への評価（期待度、実現度）

• ＮＨＫの各公共的役割（放送法が求める事項から導出：後出47頁参照）に対し、いずれの項目も６割程度が期待されて
おり、ネットヘビー層の方が期待が高い

NHKへの期待度
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NHKの実現度評価
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※ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、
SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを
毎日利用していると回答した人

21

出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



NHKの公共的役割への評価～修正経営計画の方針を踏まえて

• 修正経営計画の方針１，３を重要視している層は、ＮＨＫの各公共的役割に対し、いずれの項目も６割以上が期待している
• 全体としてのＮＨＫの価値を踏まえつつ、修正経営計画の重点事項を評価していると言えるのではないか

※方針1,3評価層：方針1または方針3について、「重要である」「どちらかというと重要である」と回答した層
※期待度は各項目に対して「期待している」「どちらかというと期待している」、実現度は各項目に対してNHKが「実現
している」「どちらかというと実現している」と回答した人の割合

NHKへの期待度 NHKの実現度評価
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



２．ＮＨＫのインターネット活用業務について

①ＮＨＫのインターネットサービスの利用実態と評価

23



ＮＨＫの利用実態（ＮＨＫオンラインの利用状況・質的評価）

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第2回）

• １週間の訪問数は、２０１５年以降順調に増加し、２０２１年度は３,３００万ＵＢ超・2022年度も同水準で推移
• 「正確な情報を迅速に伝えている」「丁寧に取材・制作されている」などの公共放送としての価値評価に加え、

「いつでもどこで見られる」の評価が高い

出所:２０２２年９月トータルリーチ調査（全国２０－７０代、インターネット調査）

NHKインターネットサービスの質的評価NHKオンラインの訪問数（アプリを含むUB＝ユニークブラウザ数）

5

6

7

8

1.丁寧に取材・制作さ

れている

2.正確な情報を迅速に

伝えている

3.新しい切り口や演出

に挑戦している

4.社会的な課題につい

て考えさせられる

5.日本の各地域の多

様さを伝えている

6.次世代の育成につな

がる

7.生活に役立つ情報や

ヒントが得られる

8.人生を豊かにする情

報やヒントが得られる

9.くつろげる・リラック

スできる

10.わくわく・ドキドキ

する

11.感動できる・心に残

る

5

6

7

8

12.いつでもどこでも

見られる（Ａ）

13.自分が求める情報

や番組が簡単に、幅広

く得られる（Ｂ）

14.自分に必要な情報

や番組にタイミングよ

く気づかせてくれる

（Ｃ）

15.見るだけでなく、

行動を起こすきっかけ

になる（Ｄ）

16.（A）～（D）実現の

ため、取材・制作して

きた情報や番組が蓄

積されている

今期
前期
前年同期

※インターネットサービスの質的評価は、各項目を10点満点で評価 24



出所:公共放送ワーキンググループ（第1回）「公共放送の現状について」

• ＮＨＫプラス、ＮＨＫニュース・動画アプリ、ＮＨＫワールドＪＡＰＡＮ、らじる★らじる等を受信料財源業務、
ＮＨＫオンデマンドを有料業務として実施している

ＮＨＫのインターネットサービス概要
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最新のアクセス数等

NHKプラス
登録完了者数は約320．９万件

（2022年10月末時点）
訪問ユーザー数（UB数※）は週平均12１.4万
※一定期間内にサイトを訪問した重複のないユーザー数

らじる★らじる
訪問者数 106.6万

※2022年度第2四半期の週次平均

NHKワールドJAPANオンライン
訪問者数 107.4万

※2022年度第2四半期の週次平均

地域放送局サイトへのアクセス
訪問者数 約330万
※2022年10月の週次平均



（参考）ＮＨＫの利用実態（インターネットサービスの利用率）

• ＮＨＫのテレビを月1回以上利用している人は全体の約６２％であり民放・動画共有サービスに次ぐ利用率
• ＮＨＫのインターネットサービスの利用率は約１４％

出所:公共放送ワーキンググループ（第2回）「公共放送」に関するWEBアンケート調査結果
26



ＮＨＫの放送・インターネットサービスへの信頼度

34.5%

21.7%

32.9%

18.7%

22.0%

13.7%

25.3%

23.8%

24.0%

15.1%

22.0%

13.3%

13.3%

12.9%

18.0%

22.6%

30.4%

37.2%

18.9%

26.5%

53.1%

56.6%

53.5%

60.5%

59.1%

60.9%

57.9%

52.5%

56.2%

62.3%

56.9%

58.0%

50.0%

53.4%

60.3%

59.1%

51.4%

52.3%

61.8%

61.3%

8.6%

16.7%

9.2%

17.0%

14.8%

21.9%

11.2%

18.8%

15.7%

19.7%

16.5%

25.0%

29.6%

28.4%

18.3%

15.5%

14.1%

8.3%

16.6%

9.5%

7.1%

2.2%

ＮＨＫの動画配信サービス（ＮＨＫプラス、ＮＨＫオンデマンド）(N=313)

民放の地上波放送（日本テレビ、フジテレビ、TBS、テレビ朝日など）(N=2084)

ＮＨＫの衛星放送（BS1・BSプレミアム・BS4K・BS8K）(N=930)

信頼していない
どちらかというと
信頼していない

新聞(N=1043)

どちらかというと
信頼している信頼している

有料の衛星放送（WOWOW、スカパー!など）(N=345)

インターネットのポータルサイト・アプリ（Yahoo!など）(N=1711)

民放の無料の衛星放送（BS日テレ、BSフジなど）(N=969)

レビューサイトやブログ（価格.com、食べログ、@cosme、個人ブログ、まとめサイトなど）(N=992)

インターネットのＮＨＫのサイト・アプリ（NHK NEWS WEBなど）(N=411)

インターネットの民放のサイト・アプリ（FNNプライムオンラインなど）(N=303)

ニュースキュレーションアプリ（SmartNews、グノシーなど）(N=743)

SNS（LINE、Twitter、Instagramなど）(N=1737)

動画共有サービス（YouTube、ニコニコ動画など）(N=1779)

無料の動画配信サービス（TVer、AbemaTVなど）(N=979)

有料の動画配信サービス（Netflix、Amazon Prime Video、Huluなど）(N=831)

専門サイト・アプリ（ITMedia、ウィメンズパーク、MERY、NewsPicksなど）(N=346)

ラジオ(N=907)

ＮＨＫの地上波放送（総合テレビ・教育テレビ（Eテレ））(N=1566)

5.0%

2.8%

雑誌・書籍（電子版含む）(N=904)

4.2%

4.9%

4.3%

3.8%

4.1%

3.6%

インターネットの新聞社のサイト・アプリ（朝日新聞デジタルなど）(N=479) 4.2%

3.0%

4.6%

3.7%

5.6%

3.5%

2.7%

3.8%

2.8%

5.2%

信頼計

87.6

78.3

86.5

79.2

81.2

74.6

83.2

76.2

80.2

77.4

78.9

71.3

63.3

66.3

78.2

81.7

81.8

89.5

80.8

87.8

• ＮＨＫの放送やインターネットサービスへの信頼度は、いずれも８割超
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



災害時のＮＨＫのインターネット対応の評価

• ＮＨＫがインターネットで幅広く地震情報を提供したことに対して、３県の居住者いずれも９割程度が評価している

出所:ＮＨＫ調査 ２０１６年６月（デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第2回）)
28



（参考）インターネット活用業務の制度的位置付け

• ＮＨＫプラスやＮＨＫオンデマンド等のインターネット活用業務は「任意業務」として実施
• ＮＨＫが定める実施基準を受信料制度の趣旨に照らして総務大臣が認可する仕組みで、必須業務である放送を補完する

ものとして位置づけられている

出所:公共放送ワーキンググループ（第1回）「公共放送の現状について」
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２．ＮＨＫのインターネット活用業務について

②インターネット特有の課題（広がる情報空間）について

30



インターネット特有の課題に対する認知・問題意識

Q.インターネットによる情報取得が広く行われるようになり、利便性が高まる一方で、現代社会にはさまざまな問題が起きていると言
われています。それらを表す以下の言葉の意味するものをあなたは知っていましたか。また、ご自身で問題だと感じていますか。

36.4%

フェイクニュース
（話題性の高い、虚偽の情報で作られたニュースや投稿が広まる）

プライバシーの漏洩
（インターネット上に個人情報を勝手に掲載されたりする）

フィルターバブル
（閲覧履歴などに基づいて趣味嗜好にあった情報が多く表示されることで、情報に偏りが生じる）

世論（世の中全体の意見）形成・把握の困難化
（多種多様な意見を把握できる一方で、世間で話題となっている政治的・社会的問題に対する全体の賛否が把握しづらくなる）

社会にとって重要な情報の埋没
（多種多様な情報の中に必要な情報が埋もれてしまって、見つけづらくなる） 14.8%

誤情報や不確かな情報の拡散
（真偽が確かめられないまま、情報が広まる）

パーソナライズ機能
（趣味嗜好にあった情報をすぐに得られるように、あなたの個人情報が利用されている）

39.3%

価値観の多様化・細分化
（多種多様な情報を入手することにより、社会に対する考え方の細かな違いに目が行ってしまう）

デジタルデバイド
（スキルや経済的な状況により、インターネットなどに溢れる情報を手に入れたり活用したりできない人がいる）

69.8%

44.0%

65.1%

56.1%

31.3%

37.2%

29.7%

41.3%

13.5%

42.8%

32.6%

16.7%

13.6%

9.2%

10.4%

認知

問題視

• フェイクニュースやプライバシーの漏洩といった課題に対する認知・課題認識をしている人は少なくない

1つ以上認知：79.4％
1つ以上問題視：6９.7％
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



インターネット特有の課題：フィルターバブルにおける課題認識

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第2回)

• パーソナライズ機能によるフィルターバブルについて知っている人は半数弱
• 嗜好にあった情報を取得する効率が下がったとしても多様な意見や情報に触れる機会を持てるようになる方が良いと

いう人は７割弱
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インターネット特有の課題：社会の基本的情報の不足への懸念

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第2回）

• 主に利用するメディアに関わらず、７割超が、不確かな情報の拡散やお互いの“つながり”の希薄化が進むなかで、
社会にとって必要とされる基本的な情報が十分に提供されていない懸念を感じている
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インターネット特有の課題への期待：
世間にとって必要とされる情報への意識

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第2回）

• 主に利用するメディアに関わらず、８割弱が、世間にとって必要とされる政治的・社会的問題がどのようなものか知
りたいと回答
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インターネット特有の課題：フェイクニュース等に関する問題

• ９割以上の人が、普段のメディア利用を通じて、インターネット特有の課題について、体験・課題認識をしている
• 一方で、伝統メディアに接触している層は、実際に誤情報等に対処ができている傾向がある

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第2回）
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２．ＮＨＫのインターネット活用業務について

③インターネット空間を意識した公共放送の取り組み

36



インターネット空間を意識したＮＨＫの取り組み

37

• ＯＳＩＮＴ（オープンソース調査）等、手段としてのインターネット活用を進めるほか、アテンションエコノミーに対
応した取材・制作を行っている

• 実際に課題に直面するのはインターネット利用層であり、その層に合う形の発信も行っている

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第2回）



インターネット空間上における世界の公共放送の取り組み

38

• 世界の公共放送は、培った知見、放送の“効用”をインターネットに展開し、貢献への期待、高い評価を獲得

2022年日本賞ファイナリストから紹介

『ultra:bit』
（ウルトラビット：デンマーク公共放送）

コーディング（プログラミング）教育にネットの双方向性を活用。
放送とも組み合わせつつ、教育放送の効用の高度化を図る

デンマークの学校に配布されたマイクロコンピュータを使い、子どもたちはテレビ番組、オンライン教材や
SNSコンテンツなどを通してコーディングを学ぶもの。

（効果）
調査対象の教師（300名）の96％が、生徒がこのプロジェクト後、さらに学びたいという意欲を示したと報告
調査対象の教師の９０％が、このプロジェクト後、コーディングが容易になったと報告



インターネット空間上における世界の公共放送の取り組み

39

• 世界の公共放送は、培った知見、放送の“効用”をインターネットに展開し、貢献への期待、高い評価を獲得

2022年日本賞ファイナリストから紹介

『@IAmSophieScholl』
（“私はゾフィー・ショル”：ドイツ公共放送）

ドキュメンタリーを、若者に届くSNS上で表現。
放送の“同報性”という効用を実現

参加者がSNSへの投稿を通じて、過去の出来事をまるでリアルタイムで起きているかのように体験できる作品。

舞台となるのは、1942年、反ナチス活動家ゾフィー・ショルの人生最後の10カ月。ミュンヘンでの学生生活や、
彼女の反戦運動やナチス批判など、逮捕されるまでの当時の出来事が、実際のSNSに投稿された。



３．今後の議論にあたって～情報空間全体への貢献

①情報空間全体におけるＮＨＫ：ひとりＮＨＫの話ではない
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情報空間全体をどう考えるか

• 現在の情報空間においては、「規制を受けないメディア」と「規制を受けるメディア」を分けることで言論空間全体
として適正な状態が保たれるという“部分規制論”の考えが主張されている。

• 新聞と放送が競い合うことで、相互の信頼性を高め、情報の多元性に寄与していくことと認識している。

• インターネットを含むこれからの情報空間において、インターネット特有の課題も含めて対応していく際にも、この
ような考え方を踏まえ、デジタルプラットフォーム事業者も含め、あくまで情報空間全体での在り方を考えていくこ
とが求められるのではないか

• 実際に、伝統メディアに対しては、情報空間全体への寄与と高い信頼が存在している

➡放送制度、ＮＨＫのインターネット活用業務の在り方も、そのなかで考えるべき問題

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第2回）曽我部構成員資料
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情報空間全体の視点～伝統メディア全体への期待

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第2回） 42

• 伝統メディアは、インターネットにおける品質確保に貢献することを期待されている



伝統メディアの利用実態

• 伝統メディアは、世の中のニュースを知るために習慣的に利用されている（ネット経由含む）

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第2回）
43



情報空間全体の視点～伝統メディアの幅広い信頼度

• ＮＨＫのテレビの信頼度は、いずれのジャンルでも全体の５割超、利用者の８割超
• 民放のテレビの信頼度は、全体の約５割、利用者の約８割
• 新聞の信頼度は、全体の約５割、利用者の8割超
• それぞれ、ネット経由の接触者も信頼度は高い

出所:公共放送ワーキンググループ（第2回）「公共放送」に関するWEBアンケート調査結果（強調はＮＨＫ追加）
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45出所:公共放送ワーキンググループ（第1回）議事要旨よりＮＨＫまとめ

（大谷構成員）
自分が知りたいかどうかにかかわらず、知っておいたほうがよい情報に触れることのできる情報源や視聴スタイルというのが放
送にはあり、それこそが放送の公共的な価値。
ネット配信について、公共放送と民放の位置づけが、視聴者の時間を奪い合う競争関係と捉えるのではなく、情報空間を支える
社会インフラとして相互補完関係にあるものと捉える必要がある。

（曽我部構成員）
情報空間の環境整備に関する論点は、本来は新聞業界の支援なども含めて幅広いものが考えられる。
直近では、伝統的かつ例外的に情報空間の環境整備のための国の政策が展開されてきた放送制度の改革が重要な意味をもち、と
りわけ、純然たる放送制度の所産である公共放送に関する議論はその中核を占める。

（三友座長）
これからの議論を業界の問題として矮小化してはいけない。
重要なのは、時代の変化の中にあって、メディアから情報を受ける国民にとって、より多様で、そして普段の生活のみならず災
害時の非常時等、様々な意味で役に立つプログラムが提供されることである。
国民の受益の中身がよりリッチになるように必要なことは何か、議論を尽くすべき。

• 本ワーキンググループにおいても、知る権利の充足などに必要となる情報空間の環境整備に対しては、
公共放送を含む放送制度の議論だけでなく、民放や新聞等も含めた多元的な主体まで広げる必要性が指摘されている

（参考）情報空間全体の視点



• デジタル時代において、放送を取り巻く環境は、インターネット動画配信サービスの伸長等による若者を中心とした「テレビ離れ」など、大
きく変化し、情報空間はインターネットを含めて放送以外にも広がっている。

• 他方、インターネット空間では、人々の関心や注目の獲得ばかりが経済的な価値を持つアテンションエコノミーが形成され、フィルターバブ
ルやエコーチェンバー、フェイクニュースといった問題も顕在化する中で、取材や編集に裏打ちされた信頼性の高い情報発信、「知る自由」
の保障、「社会の基本情報」の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といった放送の価値は、情報空間全体におけるインフォメーショ
ン・ヘルス（情報的健康）の確保の点で、むしろこのデジタル時代においてこそ、その役割に対する期待が増していると言える。

放送が果たしていくべき役割

出所:デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ

出所:公共放送ワーキンググループ（第2回）「デジタル時代における公共放送の役割と受信料制度の在り方」(曽我部構成員資料) 46



放送の二元体制とは何か
• NHKでは放送法に基づく指標を設定し、視聴者・国民からの期待・評価を定点的に観測している
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第五章
基幹放送

第一章 総則

第一条 公共の福祉に適合、放送の健全な発達
一 国民に最大限に普及・効用の保障 二 不偏不党、真実・自律の保障による表現の自由の確保 三 健全な民主主義の発達への貢献
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四
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節
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０
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送
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組
む
こ
と

（2つの設問で確認）



放送における二元体制の評価

• 「4.記録伝承」「5.文化の創造・発展」「6.多様性」「10.教育・福祉」等でＮＨＫに対する期待が民放よりも高い
• 公共放送と民放の二元体制は、このような差異を相互補完し、切磋琢磨していると言えるのではないか

※期待度は各項目に対して「期待している」「どちらかというと期待している」、実現度は各項目に対してNHKが「実現している」「どちらかというと実現している」と回答した人の割合

出所） NHK世論調査（2022年7月、層化二段階抽出法で抽出した全国16歳以上の男女3600名への郵送調査、有効回答数1816）

＊「民放」については、回答者がもっともよく見る民放を想定して回答。
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赤丸：NHKが民放に比べて5pt以上高い項目 赤丸：NHKが民放に比べて5pt以上高い項目
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（参考）新聞読者におけるＮＨＫの評価

• 新聞読者はＮＨＫへの期待や評価が高く、相乗効果により情報空間に貢献することを期待していると言えるのではないか
• 同時に、この関係は、情報空間における多元性確保時の前提と言えるのではないか
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期待度は各項目に対して「期待している」「どちらかというと期待している」、実現度は各項目に対してNHKが「実現している」「どちらかというと実現している」と回答した人の割合
新聞読者：新聞を月に1度以上読んでいると回答した人
ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、
NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを毎日利用していると回答した人
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



ネットで情報収集する人におけるＮＨＫへの期待

• ＮＨＫの各公共的役割に対し、６～８割が期待をしている
• インターネットサービスを活用して情報収集する人は、全体平均と比べてややＮＨＫへの期待や評価が高い

期待度は各項目に対して「期待している」「どちらかというと期待している」、実現度は各項目に対してNHKが「実現している」「どちらかというと実現している」と回答した人の割合
ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、
NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを毎日利用していると回答した人
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



情報空間全体の視点～メディア環境の変化に対する幅広い課題認識

• 全体でもネットヘビー層でも、動画配信サービスの普及により「若者に社会にとって必要な情報が届けられなくなる
こと」「日本の文化・社会等を題材とした日本らしいコンテンツがなくなること」「日本の国際社会の中でのプレゼ
ンスが低下すること」に対して７割弱が問題視（➡修正経営計画方針の前提への賛意）

近年、NetflixやAmazon Prime Video等のインターネッ

ト動画配信サービスが普及してきていますが、放送事業者が

その環境変化に対応しきれておらず、若者層を中心にテレビ

を視聴する人が減っていると言われています。

そのことにより、若者層を中心に、政治や選挙情報、社会全

体で共有し考えるべき課題等の社会にとって必要とされる

基本的な情報が共有されにくくなる可能性が指摘されてい

ます。

NetflixやAmazon Prime Video等の海外の動画配信サ

ービスが今後さらに普及してくることによって、今後、日本

のメディアの経営が厳しくなり、立ち行かなくなる（つぶれる

）ところも出てくる可能性があります。

海外の事業者が、なるべく多くの世界の視聴者に見てもらう

ことのみを優先してコンテンツを制作するあまり、一見日本

風ではあるものの、日本人視点で見ると違和感のあるコンテ

ンツのみが広まり、日本の文化・社会等を題材とした日本ら

しいコンテンツがなくなる可能性が指摘されています。

NetflixやAmazon Prime Video等の海外の動画配信サ

ービスが今後さらに普及してくることによって、今後、日本

のメディアの経営が厳しくなり、立ち行かなくなる（つぶれる

）ところも出てくる可能性があります。

それにより、国際社会に対して、正確な日本の文化・伝統や

社会情勢を発信するメディアが減り、日本の国際社会の中で

のプレゼンス（存在感や影響力）が低下する可能性が指摘さ

れています。

Q.あなたは、このことを問題だと思いますか。（ひとつだけ）【必須】
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68.5%
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※ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、
SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを
毎日利用していると回答した人
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



３．今後の議論にあたって～情報空間全体への貢献

②寄与できること、すべきことは何か：放送と同じ価値・異なる態様

52



放送と同じ価値・異なる態様：教育コンテンツへの期待

• 教育格差解決のために、家庭環境に関わらず受けられる教育や学習支援サービスが必要という考えに「賛成」の人は
全体の８割超であり、６割弱の方は、ＮＨＫがネットを活用したサービスで支援することを期待

置かれた環境によって受けることができる教育に不平等が生まれてしまう教育格差が、新型

コロナウイルスをきっかけに拡大したと指摘されています。

特に子どもでは問題が深刻で、コロナにより学級閉鎖やオンライン授業が行われましたが、裕

福な家庭では子どもを塾に通わせたり、自身で教えたりして対処をした一方、裕福でない家

庭ではその余裕がなく、学級閉鎖で授業が受けられない子どもの学力が低下し、教育格差が

広がったと考えられています。

この教育格差を解決するためには、家庭環境に関わらずに手軽に受けられる学校以外の教

育や学習支援サービスが必要だという意見があります。

Q.あなたはどのように思いますか。（ひとつだけ）【必須】

31.0%

33.4%

21.0%

51.8%

51.7%

52.2%
18.9%

どちらかというと
反対である

どちらかというと
賛成である

11.7%

13.1%

ネット非ヘビー層:
N=477

4.1%

3.1%

全体:
N=2463

ネットヘビー層:
N=1986

8.0%

賛成である 反対である

73.2%

85.1%

82.8%

教育格差を解決するために、ＮＨＫはこれまで教育テレビ（Eテレ）で学習番組を提供する等し

て対処を行っています。しかし、近年必修化されたプログラミング等についてこれまでのよう

な放送による提供だけでは

習得が難しいため、海外の公共放送局では

以下のような一定の双方向性を備えたサイト等を

通じ、最低限の環境でも学習ができるように支援

するサービスを提供しています。

そこでＮＨＫにも、海外の放送局と同様に

インターネットを通じて学習できるサービスを提供すべきだという意見があります。

Q.あなたは、このようなサービスを、ＮＨＫが提供することは、
社会にとって必要だと思いますか。 （ひとつだけ）【必須】
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※ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、
SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを
毎日利用していると回答した人
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



放送と同じ価値・異なる態様：フェイク・分断への対応

• フェイク（分断）アラート（第一期社会実証③）
インターネット特有の“分断”等の課題について、放送の効用（基本的な情報の共有（同報性）、多元性）で対応
することを企図しているもの
➡インターネット特有の課題について、行動変容を促す効果が確認された

54

・分断のネットワーク図を見た層は、より
慎重に各種情報に対処するようになった
（時間をおいて効果・効用を分析）

・分断状況そのものを共有し、情報空間全
体に寄与しようとする傾向も観察された
（利用者の７割弱）



• フェイクアラート利用有無による行動変容の差を明らかにするサービスの実証調査を実施
• グループを二つに分けて調査（フェイクアラート無しの通常のニュースサイト利用、フェイクアラート有りのニュースサイト利用）。1週間後に再度調査を行い、効果が継続しているか分析

• ネットワーク図を見た層は、より慎重に各種情報に対処するようになった
• フェイクアラートサービス利用者は、サービス利用直後に「情報・コンテンツの真偽を確認するようにする」と回答した人が増え、さらに1週間後も継続

• 一方、フェイクアラート無しのサービス利用者は、サービス利用直後に「情報・コンテンツの真偽を確認するようにする」と回答した人が増えたが、1週間後には元の水準に戻った

• 分断状況そのものを共有し、情報空間全体に寄与しようとする傾向も観察された

（参考）フェイク（分断）アラート：行動変容の効果分析
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16.8

17.5

45.1

40.2

13.7

24.0

10.1

0.5

10.6

共有することで、そのニュースについての賛否を
そのままうまく伝えられると思う

共有することで、自分の意見のほうが
正しいことを伝えられると思う

共有することで、他人の意見のほうが
誤っていることを伝えられると思う

その他

共有は記事だけでいい

共有することで、
自分の情報リテラシーの高さを示せると思う

共有することで、
騙されたり、思いこんだりする人を減らせると思う

共有することで、インターネットなどの
広がる情報空間を、より良くできると思う

よく分からない

分断状況そのものを共有し、情
報空間全体に寄与したい

という意見が67.8％を占める

Q.共有機能について、どのように評価しますか。
以下の中からあてはまるものをすべてお知らせください。（いくつでも）【必須】

（母数：ネットワーク図を見た人の中で、共有機能を利用して、ニュースを共有したいと回
答した人388人（見た人の中の58%））

0

50

45

55 54

利用前

49

1週後

50

52

利用直後

46

53

-3

+3

フェイクアラート無し：半分以上みたニュースが1つ以上の層（n=872）

フェイクアラート有り：クリックしたアラートが1つ以上の層（n=559）

6ポイント
の差分

出所）NHK（ネット）調査 【サービス利用調査】調査日：2022年11月4日（金）～2022年11月6日（日） サンプル数：4000（2000×2）全国 15-79歳 ブロック別の人口動態割付

【追跡調査】調査日：2022年11月11日（金）～2022年11月14日（月） サンプル数：3499（1757、1742）サービス利用調査回答者全員に配信し、期間内に回答が得られた方

Q.あなたが、ふだんメディアを利用をする際に気を付けたいと思っている
ことについて、あてはまると思うものをお知らせください。

情報・コンテンツの真偽を確認するようにする



放送と同じ価値・異なる態様：フェイク（分断）アラート

（参考）社会貢献・業界貢献、オープンイノベーション

• フェイク（分断）アラート（第一期社会実証③）

その分析アルゴリズムについては、論文の形で公開（学会誌投稿中）

56• 同技術は特許出願中（なお、放送局・新聞社からの要望があれば提供想定）



放送と同じ価値・異なる態様：一望・連続再生～ネット版“総合編成”

• 一望・連続再生（第一期社会実証⑥）
インターネット特有の“分断”等の課題について、放送の効用
（基本的な情報の共有（同報性）、多元性）で対応することを企図しているもの
➡放送での“総合編成”と同様の効用がネットにもたされることを確認
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放送した番組のエピソードやニュース記事
を視聴・閲覧・検索など

視聴・閲覧している
番組や記事の抽出

多角的視点を加味して
コンテンツを動的に編成

とりあえずつけておくだけで、知りたい話題だけでなく、自動的に
多様なジャンルの番組、最新・重要ニュースなども併せて連続的に視聴できる

 説明性があるプレイリスト
 最新のニュース
 ジャンルや地域軸のプレイリスト

番組エピソード

ニュース記事

機能の
ON/OFF



放送と同じ価値・異なる態様：「社会実証」から～非テレビ層

58
出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第10回）インターネットでの社会実証(第一期)結果報告

• 令和３年８月２７日、総務省より、放送番組等のインターネット配信の意義やサービスニーズ検証のため、テレビを
保有していない方々を対象とした社会実証実施の要請

• ＮＨＫの新たな在り方に繋げることを目指し、情報空間におけるＮＨＫの意義や存在価値の確認を実施

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第1回）



放送と同じ価値・異なる態様：「社会実証」から～非テレビ層

59
出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第10回）インターネットでの社会実証(第一期)結果報告

• 社会実証の対象者から、情報空間におけるＮＨＫの意義や存在価値に対し７割程度の有用性を確認した
• また、テレビ層についても同様の結果となった



非テレビ層のインターネット特有の課題に対する認知・問題意識

37.9%

デジタルデバイド
（スキルや経済的な状況により、インターネットなどに溢れる情報を手に入れたり活用したりできない人がいる）

プライバシーの漏洩
（インターネット上に個人情報を勝手に掲載されたりする）

フェイクニュース
（話題性の高い、虚偽の情報で作られたニュースや投稿が広まる）

社会にとって重要な情報の埋没
（多種多様な情報の中に必要な情報が埋もれてしまって、見つけづらくなる）

パーソナライズ機能
（趣味嗜好にあった情報をすぐに得られるように、あなたの個人情報が利用されている）

誤情報や不確かな情報の拡散
（真偽が確かめられないまま、情報が広まる）

世論（世の中全体の意見）形成・把握の困難化
（多種多様な意見を把握できる一方で、世間で話題となっている政治的・社会的問題に対する全体の賛否が把握しづらくなる）

フィルターバブル
（閲覧履歴などに基づいて趣味嗜好にあった情報が多く表示されることで、情報に偏りが生じる）

価値観の多様化・細分化
（多種多様な情報を入手することにより、社会に対する考え方の細かな違いに目が行ってしまう）

62.4%
35.7%

57.7%
37.4%

49.6%
28.1%

40.0%
11.2%

12.5%

34.0%
14.1%

34.0%
9.2%

27.6%
13.0%

30.6%
8.8%

問題視

認知

• ネットに慣れているであろう「非テレビ層」でも、フェイクニュースやプライバシーの漏洩といった課題に対する問題
意識を持っている人は少なくない

1つ以上認知：71.1％
1つ以上問題視：61.6％

Q.インターネットによる情報取得が広く行われるようになり、利便性が高まる一方で、現代社会にはさまざまな問題が起きていると言
われています。それらを表す以下の言葉の意味するものをあなたは知っていましたか。また、ご自身で問題だと感じていますか。

母数：非テレビ層（n=633） 平日と休日のテレビ視聴時間が両方とも1時間以下の層

60
出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



非テレビ層のＮＨＫへの期待

• 非テレビ層でも、公共的役割に対し1つ以上期待している人が約6割存在

期待は各項目に対して「期待している」「どちらかというと期待している」、実現は各項目に対してNHKが「実現している」「どちらかというと実現している」と回答した人
非テレビ層：平日と休日のテレビ視聴時間が両方とも1時間以下の層
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300 10 20 40 50 7060 80

全体
（n=2463）

77

非テレビ層
（n=633）
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300 10 20 40 50 60 70 80

全体
（n=2463）

非テレビ層
（n=633）

75

NHKの公共的役割に対して、1つ以上期待していると回答した人（%） NHKの公共的役割に対して、1つ以上実現していると回答した人（%）
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



（参考）非テレビ層のＮＨＫへの期待

• 非テレビ層でも、約５割程度の期待を示している項目がある（役割を1つ以上期待している人は62%）
• 評価軸は全体と同じ傾向であることが分かる

NHKへの期待度
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40%

60%

80%
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1.公平・公正

2.正確・迅速な

情報提供

3.多角的論点の提示

4.記録・伝承

5.文化の創造・発展

6.多様性を

ふまえた編成
7.新規性・創造性

8.世界への情報発信

9.地域社会への貢献

10.教育・福祉・

人にやさしい放送

11.インターネットの活用

全体平均

(N=2463)

非テレビ層

(N=633)

NHKの実現度評価

0%

20%

40%

60%

80%

100%
1.公平・公正

2.正確・迅速な

情報提供

3.多角的論点の提示

4.記録・伝承

5.文化の創造・発展

6.多様性を

ふまえた編成
7.新規性・創造性

8.世界への情報発信

9.地域社会への貢献

10.教育・福祉・

人にやさしい放送

11.インターネットの活用

全体平均

(N=2463)

非テレビ層

(N=633)

期待度は各項目に対して「期待している」「どちらかというと期待している」、実現度は各項目に対してNHKが「実現している」「どちらかというと実現している」と回答した人の割合
非テレビ層：平日と休日のテレビ視聴時間が両方とも1時間以下の層
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



非テレビ層（特にテレビ非保有者）からの声

63

• テレビ非保有者と想定される方より、ＮＨＫプラスを登録/利用したいがテレビを持っていないため受信契約ができない
旨の問い合わせ、ＳＮＳでの書き込み等が少なくない状況であり、テレビ非保有者のご要望が観察できる

コールセンターに寄せられた声（一部）：
（視聴者からの声はサービス開始以来、継続して寄せられ
ており、10月には12件の要望、問い合わせを確認してい
る）

・テレビを持ちたくないだけなのに、どうし
てNHKプラスを見られないのか

・払ってもいいと思っているのに、どうして
見られないのか

・テレビがないまま受信契約ができないのは
なぜか

SNSで語られている声（一部） ：
（開始以降、月数件レベルでコンスタントに言及されてい
る）

・NHKプラスが見たいから受信料を払いた
いと言っても、契約させてもらないようにな
っている

・テレビを持っていない家はＮＨＫプラスに
登録するなってこと？

・テレビがあることにすれば、ＮＨＫプラスに
申し込めるのだろうか

• ＮＨＫのインターネット活用業務は、放送を補完するものであり、支払者との公平性からも、許容は不可能。
（放送法において禁止されている（20条11項：放送の受信設備を対象とする受信契約制度の趣旨に反しないこと））



（参考）受信料支払者の意識

51

50

552050 451510 25 30 35 40 50

地上放送の受信料のみ支払っている
（n=614）

衛星放送、地上放送どちらの受信料も支払っている
（n=825）

現在ＮＨＫの受信料は支払っていない
（n=122）

わからない
（n=179）

48

38

出所） NHK世論調査（2022年7月、層化二段階抽出法で抽出した全国16歳以上の男女3600名への郵送調査、有効回答数1816）

Q.あなたはＮＨＫの受信料について、どのようにお考えですか。
他の人が受信料を支払わないのであれば、自分もできれば支払いたくない

（「そう思う」と回答した人の割合：％）

支払者全体
42%

• 受信料支払者の42％が「他の人が受信料を支払わないのであれば、自分もできれば支払いたくない」と思っている。
• “不公平感”について、強い意識が存在している。（＝ネットのみ利用層のフリーライドを許容できる限界）
• ネットサービスの期待に貢献したい思いと、負担の公平性確保の両立が“息苦しさ”の一部

64



社会環境の変化を踏まえたＮＨＫの取り組みへの期待

• ＮＨＫが「社会環境の変化を踏まえ、重点項目１、３の内容を強化し、取り組んでいくこと」に対して、
ネットヘビー層の６割が評価すると回答 ➡ 優先していくべき事項

Q.あなたは、ＮＨＫが社会環境の変化を踏まえ、以上のような重点項目と具体施策の追加を行い、
今後取り組んでいくことを評価しますか。（ひとつだけ）【必須】

感染症の拡大やウクライナ情勢など新たな課題を踏まえ、「5つの重点項目」のうち、「１．安全・安心を支える」、「３．あまねく伝える」の内容を強化します。

１．「“安全・安心を支える”」

災害のみならず、安全保障、感染症、地域課題など、暮らしの安全を支える「信頼できる情報」の発信を強化します。

■国際情勢や地域環境の変化を踏まえ、信頼できる情報の担い手として、健全な情報空間の維持に貢献します。

・ フェイクニュースが蔓延する時代に対応し、事実を見極めるための情報の取材・制作機能を強化します。

・取材に裏打ちされた信頼性の高い報道を維持するため、ジャーナリズム人材の育成に注力します。

・専門プロジェクトを設けるなど、災害、科学、安全保障といった社会が要請する分野の強化に取り組みます。

■信頼されるメディアとしてコンテンツ強化に取り組むとともに、国内で流通するコンテンツの信頼性向上にも貢献します。

・学習形態の多様化に応じた教育コンテンツの充実など、質の高いコンテンツに経営資源を集中します。

・放送通信融合の時代における日本のコンテンツ産業の信頼性向上に、業界と協力しつつ取り組みます。

３．「 “あまねく伝える”」

地域インフラへの投資を強化し、放送通信融合の時代に、世代や場所にかかわらず「放送の価値」を届け続けます。

■二元体制の持続可能性を高め、あらゆる地域へ放送の価値を届け続けます。

・民間放送事業者等との協力強化により、効率的で強靱な放送ネットワークを維持します。

■レジリエンス、リスクマネジメント、持続可能性を考慮した投資を行うと同時に、生産性の向上にも取り組むことで、いかなる状況下でも情報を届け切ります。

・適正なリスク算定を行い不測の事態に備えると同時に、地域を重点に、加速するSDGs時代を踏まえた投資を強化します（災害対応のためのFM補完置局を含む）。

・経営資源をコンテンツに集中させ、生産性向上につながる制作工程改革を加速させます。

13.4%

14.0%

10.7%

46.6%

46.6%

46.8%

20.3%

20.2%

21.0%

19.7%

19.2%

21.6%

ネットヘビー層:
N=1986

全体:
N=2463

評価する

ネット非ヘビー層:
N=477

どちらかといえば評価する どちらかといえば評価しない 評価しない

60.6%

60.0%

57.4%

※ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、
SNS、動画共有サービス、無料・有料の動画配信サービス、NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを
毎日利用していると回答した人
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出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



（参考）方針１・３を評価するネットヘビー層

• 修正経営計画の方針１・３を評価しているネットヘビー層は、ＮＨＫの各公共的役割に対し、いずれの項目も６割以上が
期待をしている
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NHKの実現度評価
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※ネットヘビー層：ポータルサイト・アプリ、ニュースキュレーションアプリ、専門サイト・アプリ、レビューサイトやブログ、SNS、動画共有
サービス、無料・有料の動画配信サービス、NHK・民放・新聞社のサイト・アプリのいずれかを毎日利用していると回答した人
※方針1,3評価層：ＮＨＫが「社会環境の変化を踏まえ、重点項目１、３の内容を強化し、取り組んでいくこと」に対して「評価する」「どち
らかというと評価する」と回答した人

出所:ＮＨＫ調査 （２０２２年１０月 全国１５－７９歳男女、インターネット調査、N＝２４６３)



寄与できること、すべきことは何か
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• 伝統メディア、公共放送が対応してきたものであり、非テレビ層に向けてのサービスには一定の期待・評価が確認さ
れている（社会実証）

• 新聞、民放、ＮＨＫという伝統メディアに対する期待、信頼は、ネットヘビー層でも大きく、これを維持して情報空
間の課題に対処していくことが、視聴者・国民に大前提として求められていると考えられる

• ＮＨＫには「情報空間の参照点の提供」（とくに修正経営計画で示した“安全・安心”“あまねく伝える”を優先し
て社会全体に貢献）、そして同時に、「多元性の確保への貢献」が求められているのではないか

信頼できる多元性への期待

新聞、民放、ＮＨＫという伝統メディアに対する
期待、信頼は、ネットヘビー層でも大きい

情報空間の参照点への期待

テレビ層・非テレビ層を問わず、拡大する情報空
間に対する課題認識は幅広い



３．今後の議論にあたって～情報空間全体への貢献

③規律の在り方について～欧州の事例も踏まえて

68



• メディアの偏在化・水平化の構造の変化に伴い、メディア全体で望ましい情報空間の維持に努める必要があるのではないか

従来

新聞(コンテナ) コンテナ

コン
テンツ

コン
テンツ コン

テンツ

コン
テンツ

コン
テンツ

コン
テンツ コン

テンツ

コン
テンツ

コン
テンツ

利用者

販売店(コンベア)

各メディアがコンテンツの制作・発信・伝達を一貫して行う(垂直統合)

現在

伝統メディア

コン
テンツ

コン
テンツ

コン
テンツ

サイトB(コンテナ)

コンテンツコンテンツ

サイトC

コンテンツコンテンツ

インターネット
利用者

アマチュアを含む多様な発信源の情報情報が、メディアの自社コンテナでは
なく、インターネット上で断片的に提供される、偏在化/水平化が発生

利用者は無自覚なまま細かく分断さ
れた情報に“包まれた”状態に
既存のメディア構造は維持困難に

垂直統合モデルの機能は困難に インターネットの普及に伴い、
情報は過多となり、人間の認知能力を
圧倒

＋

構
造
変
化

情
報
空
間
へ
の
影
響
と
対
策

質・量が確保された選択肢の提示（要素①）、そして個人の選択能力の確立（要素②）を可能にする環境を整えることが重要ではないか

• 過多な情報をバイアスに基づいて処理する

• 無自覚なまま断片的な情報に包まれる

• 災害発生時の信頼できる情報など、確実に
正確と言える情報は何か・どこにあるか、
他の情報と明確に区分けして検討する必要

多くの選択肢が
提示されていること

個人の選択能力が
確立されていること

要素① 要素②

要素③ ①②を可能にする装置

• 既存の構造が崩れることで、
信頼性の高い情報を発信する伝統メディアが衰退

• アテンションエコノミーに従った極論的な言説と、
それに乗れないがゆえに収益化できない良質な情報の
減少

• 違法有害情報の氾濫

影響・課題影響・課題

メディアの
偏在化

メディアの
水平化

（情報爆発）
Information 
overload

前提：望ましい情報空間の実現とメディアの構造変化

出所:公共放送ワーキンググループ（第2回）「デジタル時代における公共放送の役割と受信料制度の在り方」(曽我部構成員資料)等から
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• 情報空間の変容を踏まえた、公共放送の役割、在り方（そして規律）については、様々な論点がある

• 放送に準じた放送同時配信等
– インターネットを含めて情報空間が放送以外にも広がる中、国民の「知る自由」を保障し、「社会の基本情報」の共有や多様な価値観

に対する相互理解の促進といった社会基盤としての役割を果たすことで、健全な民主主義の発達に貢献し、情報空間全体におけるイン
フォメーション・ヘルスを確保する観点から、取材や編集に裏打ちされた信頼性の高い情報発信、「知る自由」の保障、「社会の基本
情報」の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といった放送の価値をインターネット空間にも浸透させていくことが重要となっ
ており、今後本格化していく放送に準じた公共的な取組を行う放送同時配信等の取組がキーとなる。

– 第１に、論点の２について、同時配信の本来業務化でございます。ジャーナリズムに裏づけられた公共的な動画配信が日本で遅れた結
果、健全なデジタル社会に必要な情報空間に若い世代を含む人々が参加できなかったり、偽情報が流布されたり、その場が海外サービ
スに左右されたりするといった事態が危惧される状態だと私は思っております。本来業務化によりＮＨＫに先導的な役割を果たさせる
ことで、民間放送も含めて公共的な情報が適切にネットに供給され、健全な世論が形成されることを、デジタル社会の基本政策として
確保することが必要であると私は思っております。（宍戸構成員）

• 放送の視聴習慣が失われる中での公共放送の提供
– 生命・身体・健康の維持のための情報や、個人の自律的な生き方を考えるための情報、社会や経済、政治など公共にかかわる情報など、

国民全体が共有すべき基本的情報を、信頼性をもって、かつアテンション・エコノミーの虜にならない形で提供できるのが公共放送の
強みですが、テレビ保有率が低下傾向にあり、放送の視聴習慣が失われつつあるなか、公共放送のもたらす便益を放送を見ない層にも
どのような形で提供していくかは、情報空間の環境整備に関する議論のなかでも重要な論点となります。（曽我部構成員）

公共放送のインターネット利用の在り方・規律について

70
出所:デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ、公共放送ワーキンググループ（第1回）
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• 情報空間のエコシステム（市場規律を含む）全体の中で果たし得る役割を踏まえ、規律を検討すべきとされる

出所:公共放送ワーキンググループ（第2回）「デジタル時代における公共放送の役割と受信料制度の在り方」(曽我部構成員資料)

公共放送のインターネット利用の在り方・規律について



独立性 専門的制作能力 創造性 アクセス多様性

多元性確保（市場影響への配慮）

・・・

出所:EBU, Governance Principles for Public Service Media, 2021

透明性、説明責任 持続可能性

• 公共放送に期待される役割の前提には「独立性」等が要請されており、これを意識した規律づけが必要ではないか

情報空間の参照点の提供 多元性の確保への貢献

公共放送のインターネット利用の在り方・規律について
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出所:公共放送ワーキンググループ（第2回）
「デジタル時代における公共放送の役割と受信料制度の在り方」
(曽我部構成員資料)

欧州放送連合（EBU）のとりまとめた
公共サービスメディアのガバナンス原則
に従い、求められる規律の要素について

まとめた



根本：民主主義的な意味での「知る権利」への貢献
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• 民主主義の観点では、消費者的な意味での知る権利とは異なり、知りたいことだけを知れば足りるということでは
なく、多様な意見を知るということが求められ、情報空間全体への貢献について、視聴者・国民はそのような期待
をＮＨＫに対して示している

出所:デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第2回）



規律に関する論点の模式図
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インターネット

自身による提供 PF等を通じた提供

同時配信/
見逃し

動画配信、
記事等

テレビ ラジオ

サービス

同時配信/
見逃し

動画配信、
記事等

情報空間全体に
寄与するとした際の

業務範囲

参照点・多元性の確保を大前提としたうえで、
「放送」と同様の“公共性”をもたらす範囲は

どのようなものになるか

ネットを含む情報空間内での
公共放送の役割を考える場合、

“公共性”の範囲はどのようなものになるか

公共放送の
伝統的な業務範囲

放送同等と
捉えられるか

効用から見ると
どう捉えられるか

• 業務範囲については、欧州の事例を踏まえると、以下のような論点となるのではないか



イギリス ドイツ

新しいサービスを
提供する際に
必要な手続き

• ＰＩＴ（Public Interest Test、公共性テスト）の実施
ＢＢＣが公共サービスに関する重要な変更を行う場合、変更提案を行
う前にＰＩＴが行われる（協定書(2017) 第8条）。
※ＢＢＣが提案する変更を重要だと判断しなかった場合も、Ofcom（情
報通信庁）が重要だと判断した場合は、Ofcomの要請に従いＰＩＴを実
施する。

• ＰＩＴを踏まえたOfcomの承認
ＰＩＴの結果に対し、ＰＩＴの3つの構成要素を満たしているか等が
Ofcom目線で分析される（ＢＣＡ（BBC Competition Assessment））。
- 検討すべきポイントが限定される場合には簡易評価を実施
- ＢＢＣはOfcomの最終決定の遵守義務を負う

• ３段階テストの実施
新たなテレメディアの提供、提供するコンテンツの本質的な変更があ
る場合、各公共放送局は各監督機関に対して３段階テストに照らし問
題がないことを証明する(メディア州間協定第33条)。

• 各公共放送局評議会による承認
３段階テストの結果を踏まえ、各公共放送局の監督機関である評議会
が新たなテレメディアの提供、本質的な変更を認可する。
- 審議結果・決定理由は専門家意見を含め公表される

• テレメディアコンセプトの更新
各公共放送局は具体的な内容や主要なターゲット、提供期間などを詳
細に規定したテレメディアコンセプトを作成、明示、更新しなければ
ならない。

公共性テストの
分析項目

• ＰＩＴでの分析項目
- 変更提案は、ＢＢＣのミッションの達成と、５つの公共目的のうち

1つ以上の公共目的の促進に貢献すること
- 変更提案は、市場の公正かつ効果的な競争に悪影響を及ぼさない妥

当な措置が図られていること
- 変更提案における公共価値は、提案により生じる市場競争への悪影

響のリスクに比べ、有意義であること

• ３段階テストの分析項目
- 当該コンテンツが社会の民主的、社会的、文化的ニーズに合致して

いること
- 当該コンテンツが質的な観点からジャーナリズム上の競争に寄与し

ていること ※市場への影響も分析
- 当該コンテンツに必要な財政支出

各国共に情報空間の変化と共にインターネットサービスの提供を強化する必要性が生じてきている。イギリスではインターネットサービスの提供内容・条件は具体的に
規定されていないが、 サービスの提供に際しては提供方法や媒体等について、公共性テストやOfcomによる審査が行われる。一方、ドイツはテレメディアの提供内容・
条件を具体的に規定しているが、全国民に公共サービスを届ける使命が重んじられているほか、放送の自由の原則（コンテンツの選択・内容・制作を自ら決定する権限
が放送局にある）がテレメディアにも適用されるため、各公共放送局におけるテレメディアの形態や媒体等の自由が許容されている。また、いずれも新しいサービスを
開始・変更する場合には公共性が市場影響等を上回るか審査される。

まとめ

公共性
市場影響等

欧州の事例から（参照点・多元性を確保した判断）

• イギリスでは、当局による競争評価を含めた厳格な「公共性テスト」を実施し、適否を判断
• ドイツでは、提供形態・内容を事前に詳細に規定
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イギリス ドイツ

インターネット
サービスの定義

• 特許状（2017）第7条にて、ＢＢＣが公共目的を達成す
るために実施する公共サービスの構成要素の一つと規定

• メディア州間協定第27条にて、インターネットサービス（テレメディア）は放送と並
ぶ公共放送の任務と規定

• 公共放送のテレメディアには以下が求められる(メディア州間協定第30条)
- 放送前/後のオンデマンド番組・独立した視聴覚コンテンツ
- 購入した欧州の長編映画/TVシリーズ/委託でない制作物は放映後30日以内、国内

主要イベント/第1・第2リーグ(サッカー)試合は放映後7日以内のオンデマンド配信
- 有益な歴史や文化の記録（アーカイブ）

インターネット
サービスを規定
する公共放送の
ミッション・
公共目的

• ＢＢＣのミッション（特許状（2017）第5条）
情報の提供・教育・娯楽に供する、不偏不党、高品質、
かつ独自のコンテンツ及びサービスを通じて全ての視聴
者に奉仕し、公共の利益に基づいて行動すること

• ＢＢＣの公共目的（特許状（2017）第6条）
① 人々が、自身の周囲の世界を理解し関わっていくため

に有用な、不偏不党のニュースや情報を提供すること

② 全ての年代の人々の学習を支援すること

③ 最も創造的で、最高品質の、独自性あるコンテンツ

及びサービスを提供すること

④ 英国のすべての国・地域の多様なコミュニティを反映

し、代表し、奉仕するとともに、それらの活動を通じ

て英国中のクリエイティブ経済を支援すること

⑤ 英国に関する事柄と、文化・価値観を世界へと発信す

ること

• 公共放送の使命と原則（メディア州間協定第26条）
- 個人及び公共の自由な意見形成に資するものとして活動し、社会の民主的、社会的

及び文化的な需要を満たすこと
- 全ての生活領域における重要な出来事について、包括的な概観を提供し、社会的な

結束を促進すること
- 提供物は教養・情報提供・助言及び娯楽に資するものとし、娯楽は公共放送の性格

に合致するものとする。
（23年1月発効予定のメディア州間協定改正案では提供してよい娯楽番組の条件を
文化/教養/情報/暮らしの助言の4分野に資するものと定める）

- 報道の客観性、不偏不党性、多様性、提供物の調和を考慮すること
- 個人的・公的意見形成に奉仕する放送の「基本的供給」を担い、存続と発展が財源

等の面から保障されること
• ＺＤＦのミッション（ＺＤＦ定款3条1項～3項）

- ドイツ国民に世界の出来事と現在のドイツを総合的、客観的に伝え、個人及び世論
の自由な形成を促進する

- 各州の出来事やドイツの文化的多様性を適切に紹介する
- 人間の尊厳、生命、自由、他者の信念と意見、道徳的・宗教的信念、自然と環境へ

の尊重に寄与する
- ドイツにおける一体感を促進し、社会全体の統合に貢献する

• イギリスでは、情報の提供・教育・娯楽という伝統的定義は変えず、注力する「公共目的」を明記
• ドイツでは、提供形態・内容を詳細に記述している（娯楽定義等）

欧州の事例から（情報空間全体に貢献する際の“公共性”）
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• イギリスでは、注力する「公共目的」、市場影響を明記した規律
• ドイツでは、動画・音声を含む等の形態まで事前に詳細に規律

欧州の事例から（インターネットサービスの限定）

コンテンツ形態
画像映像 音声 テキスト

独自コンテンツを拡大中
コンテンツの
放送との関連 放送関連コンテンツ放送したコンテンツ 放送前のコンテンツ インターネット独自

他社PF活用を拡大中

提供媒体
自社PF（アプリ等含む）自社PF(Webサイトのみ) 他社PF

イギリス ドイツ

インターネット
サービス
の提供範囲
（または制限）

• ＢＢＣの提供するインターネットサービスは下記の条件を満たす必要があ
る（特許状（2017）第7、9、11条）。
- ミッション・公共目的に資するコンテンツを提供すること
- 国内利用者向けのサービスであること（以上第7条）
- 経済的・社会的・文化的便益がコストを上回ること(第9条)
- 市場競争への悪影響を回避するよう努めること（第11条）

• 公共放送の提供する“テレメディア”は下記の条件を満たす必要がある（メ
ディア州間協定第30条）。
- プレス（新聞・雑誌等）との違いを担保するため、テレメディアコンテン

ツは動画・音声を含むこと
- テレメディアでの商業広告・スポンサーは禁止
- その他メディア州間協定に記載されたネガティブリストのコンテンツ

提供が禁止（料金比較ポータルサイト等17項目）
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イギリス ドイツ

主な公共放送局
• ＢＢＣ（イギリス放送協会） • ＡＲＤ（ドイツ公共放送連盟）

• ＺＤＦ（第2ドイツテレビ）
• ＤＬＲ（ドイツランドラジオ）

公共放送の
根拠法/協定

• 特許状（Charter）
• 協定書（Agreement）

• メディア州間協定

公共放送の規制当局 • Ofcom • 各公共放送局のテレビ評議会・管理評議会

サービスに関する
取り決め/
規制当局による規定

• Ofcom事業運営フレームワーク
• Ofcom事業運営ライセンス

• ＡＲＤ州間協定
※ＺＤＦ、ＤＬＲも同様

公共放送の主な財源

• 受信許可料（Licence Fee）
- 特許状によって定められる
- 英国内で受信許可を持つ世帯・施設に支払義務あり

• 放送負担金（Rundfunkbeitrag）
- 租税一般法典、放送負担金州間協定、放送財源州間協定で定められ

る
- 受信機の有無問わず全ての住居占有者・事業主に支払義務あり

公共放送が、
上記財源の範囲で
提供するサービス

• 受信許可料を財源として提供できるサービスは「公共サービス」のみ
である（協定書（2017）第49条）。
- 「公共サービス」：商業活動や国外向けサービス等は含まれないが、

放送・ラジオ・インターネット等の媒体を包括的に含む
- ＢＢＣは「公共サービス」として国内放送・ラジオ、iPlayer（同

時・見逃し配信）を中心としたインターネットサービスを提供して
いる

• 放送受信機に応じて徴収する制度から住居単位で徴収する制度に変
わったことで、インターネットサービス（テレメディア）も放送負担
金が前提とするサービスとなった（第15次州間協定改正による）。
- 主にＡＲＤ、ＺＤＦが国内放送、ラジオ、テレメディアを提供して

いる
- テレメディアでは自社PFによる同時・見逃し配信サービスに加え、

独自のコンテンツを様々な外部PFでも
提供している

欧州の事例から（イギリス・ドイツ公共放送の概要）
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本日の説明のまとめ
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まとめ～情報空間全体への貢献の視点から

80
上記を踏まえたご検討が進み、ＮＨＫが視聴者・国民の期待に応えられることを期待

信頼できる多元性確保への貢献の要請

新聞、民放、ＮＨＫという伝統メディアに対する期待、信頼は、
ネットヘビー層でも大きく、これを維持して情報空間の課題に
対処していくことが、視聴者・国民に求められていると考えら
れる

情報空間の参照点への貢献の要請

テレビ層・非テレビ層を問わず、拡大する情報空間に対する課
題認識は幅広い
（とくに、修正経営計画で示した“安全・安心”“あまねく伝える
”を優先して社会全体に貢献すること）

伝統メディアとともに、公共放送が対応してきたものであり、
非テレビ層に向けてのサービスには一定の期待・評価が確認
されている（社会実証）

上記を踏まえた、NHKのインターネット活用業務の範囲・規律・負担の考え方

上記2点を踏まえ、「放送」と同様の“公共性”の効用をもたらす業務範囲、情報空間全体を踏まえた、核となる“公共性”の範囲で、
NHKのインターネット活用業務の範囲・規律・負担を考えるのが適切なのではないか

他方、規律については、報道・言論機関であり、そもそもの価値の期待の源であることを踏まえ、
「独立性」等を担保したうえで検討すべきであり、

公共放送のインターネット活用で先行する欧州の事例を参照することを考えてもよいのではないか
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